第４節　損益計算書

[bookmark: _GoBack]損益計算書は、一事業年度の損益をその発生源泉別に収益と費用を対応して示し、組合の経営成績を表示しようとするものであるが、単に経営成績を明らかにするにとどまらず、将来の経費節約、収益の増加を図る参考指針として重要であるばかりでなく、利害関係人にとっては、組合の損益状況及びその趨勢を観察するための書類である。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝損益計算書（様式４－１）始まり＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
事業別損益計算書を必要としていない組合を対象にした様式例
損益計算書
自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
 円
	
	（三　事業費用の部）
	
	
	
	（一　事業収益の部）
	
	

	Ⅰ
	販売事業費用
	
	
	Ⅰ
	販売事業収益
	
	

	１
	売上原価
	
	
	１
	売上高
	
	

	
	(1)期首棚卸高
	××
	
	
	(1)外部売上高
	××
	

	
	(2)当期仕入高
	××
	
	
	(2)組合員売上高
	××
	

	
	(3)期末棚卸高
	△××
	××
	
	(3)受取手数料
	××
	××

	２
	販売費
	
	
	２
	その他販売収益
	
	

	
	(1)○○○費
	××
	
	
	(1)広告宣伝収入
	××
	

	
	(2)○○○費
	××
	××
	
	(2)受取出品料
	××
	××

	
	計
	
	×××
	
	計
	
	×××

	Ⅱ
	購買事業費用
	
	
	Ⅱ
	購買事業収益
	
	

	１
	売上原価
	
	
	１
	売上高
	
	

	
	(1)期首棚卸高
	××
	
	
	(1)組合員売上高
	××
	

	
	(2)当期仕入高
	××
	
	
	(2)外部売上高
	××
	

	
	(3)期末棚卸高
	△××
	××
	
	(3)受取手数料
	××
	××

	２
	購買費
	
	
	２
	その他購買収益
	
	

	
	(1)○○○費
	××
	
	
	(1)○○○収入
	××
	

	
	(2)○○○費
	××
	××
	
	(2)○○○収入
	××
	××

	
	計
	
	×××
	
	計
	
	×××

	Ⅲ
	金融事業費用
	
	
	Ⅲ
	金融事業収益
	
	

	１
	転貸支払利息
	××
	××
	１
	受取貸付利息
	
	××

	２
	金融費
	
	
	２
	受取貸付手数料
	
	××

	
	(1)○○○費
	××
	
	３
	その他金融収益
	
	

	
	(2)○○○費
	××
	××
	
	(1)受取保証料
	××
	

	
	計
	
	××
	
	(2)○○○収入
	××
	××

	
	
	
	
	
	計
	
	××

	Ⅳ
	生産・加工事業費用
	
	
	Ⅳ
	生産・加工事業収益
	
	

	１
	売上原価
	
	
	１
	売上高
	
	

	
	(1)期首棚卸高
	××
	
	
	(1)組合員売上高
	××
	

	
	(2)当期製品製造原価
	××
	
	
	(2)外部売上高
	××
	

	
	(3)期末棚卸高
	△××
	××
	
	(3)受取手数料
	××
	××

	２
	生産・加工費
	
	
	２
	その他生産・加工収益
	
	

	
	(1)○○○費
	××
	
	
	(1)受取受注手数料
	××
	

	
	(2)○○○費
	××
	××
	
	(2)○○○
	××
	××

	
	計
	
	××
	
	計
	
	××

	Ⅴ
	施設事業費用
	
	
	Ⅴ
	施設事業収益
	
	

	１
	施設減価償却費
	
	××
	１
	受取施設利用料
	
	××

	２
	施設借入支払利息
	
	××
	２
	施設負担金収入
	
	××

	３
	施設費
	
	××
	３
	減価償却負担金収入
	
	××

	
	計
	
	××
	４
	利子負担金収入
	
	××

	
	
	
	
	
	計
	
	××

	Ⅵ
	保管・運送事業費用
	
	
	Ⅵ
	保管・運送事業収益
	
	

	１
	保管費
	
	××
	１
	受取保管料
	
	××

	２
	運送費
	
	××
	２
	受取運送料
	
	××

	
	計
	
	××
	
	計
	
	××

	Ⅶ
	検査・試験・開発事業費用
	
	
	Ⅶ
	検査・試験・開発事業収益
	
	

	１
	検査費
	
	××
	１
	受取検査料
	
	××

	２
	試験研究費
	
	××
	２
	受取試験料
	
	××

	３
	研究開発費
	
	××
	３
	試験開発負担金収入
	
	××

	
	計
	
	××
	
	計
	
	××

	Ⅷ
	教育情報事業費用
	
	
	Ⅷ
	教育情報事業収益
	
	

	１
	講習会費
	
	××
	１
	教育情報賦課金収入
	
	××

	２
	視察費
	
	××
	２
	仮受賦課金繰入・戻入
	
	××

	３
	情報提供費
	
	××
	３
	教育情報費用繰越金取崩
	
	××

	
	計
	
	××
	４
	教育事業参加料収入
	
	××

	
	
	
	
	
	計
	
	××

	Ⅸ
	福利厚生事業費用
	
	
	Ⅸ
	福利厚生事業収益
	
	

	１
	親睦会費
	
	××
	１
	福利厚生事業参加料収入
	
	××

	２
	慶弔費
	
	××
	
	
	
	

	
	計
	
	××
	
	
	
	

	Ⅹ
	保険業務代理・代行事業費用
	
	
	Ⅹ
	保険業務代理・代行事業収益
	
	

	１
	支払団体保険料
	
	××
	１
	団体保険料収入
	
	××

	２
	支払団体保険金
	
	××
	２
	団体保険金収入
	
	××

	３
	支払団体保険配当金
	
	××
	３
	団体保険配当金収入
	
	××

	
	計
	
	××
	４
	受取事務手数料
	
	××

	
	
	
	
	
	計
	
	××

	XI
	○周年記念事業費
	
	
	XI
	○周年記念事業収益
	
	

	１
	記念式典費
	
	××
	１
	記念事業参加料収入
	
	××

	２
	記念出版物費
	
	××
	２
	○周年記念事業積立金取崩
	
	××

	３
	記念祝賀会費
	
	××
	３
	記念事業雑収入
	
	××

	
	計
	
	××
	
	計
	
	××

	Ⅻ
	貸倒引当金繰入
	
	××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	事業収益合計
	
	×××

	
	事業費用合計
	
	×××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業総利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は事業総損失金額
	
	(△×××) 
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	XⅢ

	（四　一般管理費の部）
	
	
	
	（二　賦課金等収入の部）
	
	

	
	一般管理費
	
	
	Ⅻ
	賦課金等収入
	
	

	１
	人件費
	
	
	１
	賦課金収入(平等割)
	
	××

	
	(1)役員報酬
	××
	
	２
	賦課金収入(差等割)
	
	××

	
	(2)職員給料
	××
	
	３
	特別賦課金等収入
	
	××

	
	(3)福利厚生費　　　　　　　
  (法定福利費、厚生費)　　　　　　　　　　　　　　　　
	××
	
	４
５
	参加料収入
負担金収入
	
	××
××

	
	(4)退職金、退職共済掛金
	××
	
	
	
	
	

	
	(5)退職給与引当金繰入
	××
	
	
	賦課金等収入合計
	
	×××

	
	(6)退職給与引当金戻入
	△××
	
	
	
	
	

	
	(7)役員退職金
	××
	
	
	
	
	

	
	(8)役員退職給与積立金取崩
	△××
	×××
	
	
	
	

	２
	事業費
	
	
	
	
	
	

	
	(1)教育研究費、研究開発費、新聞図書費
	××
	
	
	
	
	

	
	(2)旅費交通費、通信費
	××
	
	
	
	
	

	
	(3)会議費(総会費、理事会費、部・委員会費、支部会議費)
	××
	
	
	
	
	

	
	(4)消耗品費、事務用品費、
印刷費、器具備品費
	××
	
	
	
	
	

	
	(5)賃借料、支払家賃、支払保険料、水道光熱費、修繕費、車両費、コンピュータ関係費
	××
	
	
	
	
	

	
	(6)支払手数料、関係団体負担金、交際費、雑費
	××
	
	
	
	
	

	
	(7)減価償却費、借家権償却
	××
	×××
	
	
	
	

	３
	諸税負担金
	
	
	
	
	
	

	
	(1)租税公課
	××
	
	
	
	
	

	
	(2)消費税等
	××
	×××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	一般管理費合計
	
	××××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は事業損失金額
	
	(△×××)

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	XⅣ

	（六　事業外費用の部）
	
	XⅢ

	
	（五　事業外収益の部）
	
	

	　
	事業外費用
	
	
	
	事業外収益
	
	

	１
	支払利息
	
	××
	１
	受取利息
	
	××

	２
	手形売却損
	
	××
	２
	受取外部出資配当金
	
	××

	３
	為替差損
	
	××
	３
	為替差益
	
	××

	４
	有価証券評価損
	
	××
	４
	協賛金収入
	
	××

	５
	寄付金
	
	××
	５
	加入手数料収入
	
	××

	６
	創立費償却
	
	××
	６
	事業経費補助金収入
	
	××

	７
	繰延消費税等償却
	
	××
	７
	過怠金収入
	
	××

	８
	貸倒引当金繰入
	
	××
	８
	雑収入
	
	××

	９
	貸倒損失
	
	××
	
	
	
	

	10
	雑損失
	
	××
	
	事業外収益合計
	
	×××

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業外費用合計
	
	×××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は経常損失金額
	
	(△×××)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	XⅤ

	（八　特別損失の部）
	
	XⅣ

	
	（七　特別利益の部）
	
	

	
	特別損失
	
	
	
	特別利益
	
	

	１
	固定資産売却損
	
	××
	１
	固定資産売却益
	
	××

	２
	固定資産除却損
	
	××
	２
	補助金収入
	
	××

	３
	固定資産圧縮損
	
	××
	３
	貸倒引当金戻入
	
	××

	４
	災害損失
	
	××
	４
	未払法人税等戻入
	
	××

	５
	前期損益修正損
	
	××
	５
	前期損益修正益
	
	××

	６
	減損損失
	
	××
	６
	特別積立金取崩
	
	××

	７
	その他特別損失
	
	××
	７
	その他特別利益
	
	××

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別損失合計
	
	×××
	
	特別利益合計
	
	×××

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引前当期純利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は税引前当期純損失金額
	
	
	
	
	
	

	XⅥ

	
	
	
	
	
	
	

	
	税等
	
	
	
	
	
	

	１
	法人税等
	
	××
	
	
	
	

	２
	法人税等調整額
	
	××
	
	
	
	

	
	　　　計
	
	××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期純利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は当期純損失金額
	
	
	
	
	
	


＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝（様式４－１）終わり＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
（作成上の留意事項）
（1）事業別に費用収益を対応表示する場合に、事業の間接的な経費は、各事業の費用として表示することが望ましいが、事業規模が小さく事業の間接的な経費を区分することが重要でない場合は、これらを一般管理費に含めて表示しても差し支えない。
（2）貸倒損失が発生した場合は、貸倒損失発生額を事業費又は事業外費用に計上し、貸倒引当金の戻し入れは行わない。貸倒引当金は期末に差額補充法により処理する。
（3）本様式は勘定式であるが、報告式によることができる。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝損益計算書（様式４－２）始まり＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
事業別損益計算書を必要としている組合を対象にした様式例
損益計算書
自　令和　　年　　月　　日
至　令和　　年　　月　　日
円
	
	（三　事業費用の部）
	
	
	
	（一　事業収益の部）
	
	

	Ⅰ
	販売事業費用
	
	
	Ⅰ
	販売事業収益
	
	

	１
	売上原価
	
	
	１
	売上高
	
	

	
	(1)期首棚卸高
	××
	
	
	(1)外部売上高
	××
	

	
	(2)当期仕入高
	××
	
	
	(2)組合員売上高
	××
	

	
	(3)期末棚卸高
	△××
	××
	
	(3)受取手数料
	××
	×××

	２
	販売費
	
	
	２
	その他販売収益
	
	

	
	(1)配賦経費
	××
	
	
	(1)販売雑収入
	××
	

	
	(2)手形売却損
	××
	
	
	(2)○○○収入
	××
	×××

	
	(3)貸倒引当金繰入
	××
	×××
	
	計
	
	×××

	３
	販売事業利益
	
	××
	
	
	
	

	
	又は販売事業損失
	
	(△××)
	
	
	
	

	
	計
	
	×××
	
	
	
	

	Ⅱ
	購買事業費用
	
	
	Ⅱ
	購買事業収益
	
	

	１
	売上原価
	
	
	１
	売上高
	
	

	
	(1)期首棚卸高
	××
	
	
	(1)組合員売上高
	××
	

	
	(2)当期仕入高
	××
	
	
	(2)外部売上高
	××
	

	
	(3)期末棚卸高
	△××
	×××
	
	(3)受取手数料
	××
	×××

	２
	購買費
	
	
	２
	その他購買収益
	
	

	
	(1)配賦経費
	××
	
	
	(1)購買雑収入
	××
	

	
	(2)手形売却損
	××
	
	
	(2)○○○収入
	××
	×××

	
	(3)貸倒引当金繰入
	××
	××
	
	計
	
	×××

	３
	購買事業利益
	
	××
	
	
	
	

	
	又は購買事業損失
	
	(△××)
	
	
	
	

	
	計
	
	×××
	
	
	
	

	Ⅲ
	金融事業費用
	
	
	Ⅲ
	金融事業収益
	
	

	１
	転貸支払利息
	
	××
	１
	受取貸付利息
	
	×××

	２
	金融費
	
	
	２
	受取貸付手数料
	
	×××

	
	(1)担保設定料
	××
	
	３
	その他金融収益
	
	

	
	(2)配賦経費
	××
	
	
	(1)金融受取利息
	××
	

	
	(3)金融支払利息
	××
	
	
	(2)○○○収入
	××
	×××

	
	(4)貸倒引当金繰入
	××
	××
	
	計
	
	×××

	３
	金融事業利益
	
	××
	
	
	
	

	
	又は金融事業損失
	
	(△××)
	
	
	
	

	
	計
	
	×××
	
	
	
	

	Ⅳ
	生産・加工事業費用
	
	
	Ⅳ
	生産・加工事業収益
	
	

	１
	売上原価
	
	
	１
	売上高
	
	

	
	(1)期首棚卸高
	××
	
	
	(1) 外部売上高
	××
	

	
	(2)当期製品製造原価
	××
	
	
	(2)組合員売上高
	××
	

	
	(3)期末棚卸高
	△××
	×××
	
	(3)受取手数料
	××
	×××

	２
	生産・加工費
	
	
	２
	その他生産・加工収益
	
	

	
	(1)配賦経費
	××
	
	
	(1)生産・加工雑収入
	××
	

	
	(2)○○○費
	××
	
	
	(2)○○○収入
	××
	×××

	
	(3)貸倒引当金繰入
	××
	×××
	
	計
	
	×××

	３
	生産・加工事業利益
	
	××
	
	
	
	

	
	又は生産・加工事業損失
	
	(△××)
	
	
	
	

	
	計
	
	×××
	
	
	
	

	Ⅴ
	その他事業費用
	
	
	Ⅴ
	その他事業収益
	
	

	１
	施設事業費
	
	××
	１
	受取施設利用料
	
	××

	２
	保管事業費
	
	××
	２
	受取保管料
	
	××

	３
	検査事業費
	
	××
	３
	受取検査料
	
	××

	４
	運送事業費
	
	××
	４
	受取運送料
	
	××

	５
	教育情報事業費
	
	××
	５
	教育情報賦課金収入
	
	××

	６
	研究開発事業費
	
	××
	６
	教育情報費用繰越金取崩
	
	××

	７
	福利厚生事業費
	
	××
	７
	仮受賦課金繰入・戻入
	
	××

	８
	○周年記念事業費
	
	××
	８
	福利厚生事業収入
	
	××

	９
	貸倒引当金繰入
	
	××
	９
	○周年記念事業積立金取崩
	
	××

	
	計	      
	
	×××
	
	計
	
	×××

	
	施設費、保管費、検査費、運送費、教育情報費、研究開発費、組合員福利厚生費、○周年記念事業費には、配賦経費の配賦を行わない方法を選択した。
	
	
	事業収益合計
	
	×××

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	事業費用合計
	
	×××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業総利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は事業総損失金額
	
	(△×××)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（四　一般管理費の部）
	
	
	
	（二　賦課金等収入の部）
	
	

	Ⅵ
	一般管理費
	
	
	Ⅵ
	賦課金等収入
	
	

	１
	人件費
	
	
	１
	賦課金収入(平等割)
	
	××

	
	(1)役員報酬
	××
	
	２
	賦課金収入(差等割)
	
	××

	
	(2)職員給料
	××
	
	３
	特別賦課金等収入
	
	××

	
	(3)福利厚生費
	××
	
	４
	参加料収入
	
	××

	
	(法定福利費、厚生費)
	
	
	５
	負担金収入
	
	××

	
	(4)退職金、退職共済掛金
	××
	
	
	賦課金等収入合計
	
	×××

	
	(5)退職給与引当金繰入
	××
	
	
	
	
	

	
	(6)退職給与引当金戻入
	△××
	
	
	
	
	

	
	(7)役員退職金
	××
	
	
	
	
	

	
	(8)役員退職給与積立金取崩
	△××
	×××
	
	
	
	

	２
	業務費
	
	
	
	
	
	

	
	(1)教育研究費、研究開発費、新聞図書費
	
××
	
	
	
	
	

	
	(2)旅費交通費、通信費
	××
	
	
	
	
	

	
	(3)会議費
	××
	
	
	
	
	

	
	(総会費、理事会費、部・委員会費、支部会議費)
	××
	
	
	
	
	

	
	(4)消耗品費
	××
	
	
	
	
	

	
	事務用品費
	××
	
	
	
	
	

	
	印刷費
	××
	
	
	
	
	

	
	器具備品費
	××
	
	
	
	
	

	
	(5)賃借料、支払家賃、支払保険料、水道光熱費、修繕費、車両費、コンピュータ関係費
	××
	×××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	諸税負担金
	
	
	
	
	
	

	
	(1)租税公課
	××
	
	
	
	
	

	
	(2)消費税等
	××
	×××
	
	
	
	

	４
	事業費へ配賦
	
	
	
	
	
	

	
	(1)販売費へ配賦
	△××
	
	
	
	
	

	
	(2)購買費へ配賦
	△××
	
	
	
	
	

	
	(3)金融費へ配賦
	△××
	
	
	
	
	

	
	(4)生産・加工費へ配賦
	△××
	×××
	
	
	
	

	
	一般管理費合計
	
	×××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は事業損失金額
	
	(△×××)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（六　事業外費用の部）
	
	
	
	（五　事業外収益の部）
	
	

	Ⅶ
	事業外費用
	
	
	Ⅶ
	事業外収益
	
	

	１
	支払利息
	
	××
	１
	受取利息
	
	××

	２
	手形売却損
	
	××
	２
	受取外部出資配当金
	
	××

	３
	為替差損
	
	××
	３
	為替差益
	
	××

	４
	有価証券評価損
	
	××
	４
	協賛金収入
	
	××

	５
	寄付金
	
	××
	５
	加入手数料収入
	
	××

	６
	創立費償却
	
	××
	６
	事業経費補助金収入
	
	××

	７
	繰延消費税等償却
	
	××
	７
	雑収入
	
	××

	８
	貸倒引当金繰入
	
	××
	
	事業外収益合計
	
	×××

	９
	貸倒損失
	
	××
	
	
	
	

	10
	雑損失
	
	××
	
	
	
	

	
	事業外費用合計
	
	×××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は経常損失金額
	
	(△×××)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	

	（八　特別損失の部）
	
	
	
	（七　特別利益の部）
	
	

	Ⅷ
	特別損失
	
	
	Ⅷ
	特別利益
	
	

	１
	固定資産売却損
	
	××
	１
	固定資産売却益
	
	××

	２
	固定資産除却損
	
	××
	２
	補助金収入
	
	××

	３
	固定資産圧縮損
	
	××
	３
	貸倒引当金戻入
	
	××

	４
	災害による損失
	
	××
	４
	未払法人税等戻入
	
	××

	５
	前期損益修正損
	
	××
	５
	前期損益修正益
	
	××

	６
	減損損失
	
	××
	６
	特別積立金取崩
	
	××

	７
	その他特別損失
	
	××
	７
	その他特別利益
	
	××

	
	特別損失合計
	
	×××
	
	特別利益合計
	
	×××

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引前当期純利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は税引前当期純損失金額
	
	(△×××)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	Ⅸ
	税等
	
	
	
	
	
	

	１
	法人税等
	
	××
	
	
	
	

	２
	法人税等調整額
	
	××
	
	
	
	

	
	計
	
	××
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期純利益金額
	
	×××
	
	
	
	

	
	又は当期純損失金額
	
	(△×××)
	
	
	
	


＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝（様式４－２）終わり＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
（作成上の留意事項）
（1）　この様式は、経済事業を中心とした組合の場合の標準様式で事業別損益を表示することを目的としたものであり、費用配賦表により算出した部門別配賦経費の合計金額を、部門費に計上し、部門別の事業利益又は事業損失を表示している。利用分量配当を実施する場合には、この様式によることが望ましい。
（2）　事業費と一般管理費を区分するに当たっては、事業費にはその事業を行うために要した直接経費を計上する。事業費と一般管理費との区分が明確でない費用や共通的な費用は、一定の基準を策定して可能な範囲で按分計上することが望ましい。按分することが困難な場合は、一般管理費に含めて処理しても差し支えない。
（3）　教育情報事業賦課金の仮受経理をするためには、①教育情報事業に充てるための賦課金として賦課の際に他の賦課金と区別して徴収しており、かつ、②その教育情報事業が事業計画どおりに進捗せずに翌事業年度に繰り越されたため残額が生じたという条件に該当する場合に限り、当該残額を仮受賦課金として処理することができる。
（4）　総額主義で表示するのが原則であるが、例えば懇親会費などで組合負担額のみを予算に計上している時には、次の様式で費用の部に示すことができる。
懇親会費
懇親会費用	 150,000円
懇親会参加料	△50,000円
懇親会雑収入	△10,000円	90,000円
（5）　法人税等調整額は、税効果会計の適用により計上される当該事業年度にかかる法人税、住民税及び事業税の調整額を処理する。
（6）本様式は勘定式であるが、報告式によることができる。
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